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１．基本的な考え方 

 

（１）趣旨 

 ○人口減少に関する現状認識 

・本市の人口は、戦後、1950（昭和25）年の76,279人をピークに減少傾向が続いてい

ます。また、1995（平成 7）年を境に、老年人口（65歳以上）が年少人口（0～14歳）を

上回り、少子高齢化が進展しているとともに、生産年齢人口（15～64 歳）は減少が続い

ています。 

・地域ごとにみると、松橋町で増加している一方で、三角町、不知火町、小川町、豊野

町では減少が続いています。特に、三角町の人口減少は顕著です。 

・合計特殊出生率※は増加傾向にあるものの、未婚率の上昇及び晩婚化（非婚化）が

進展しており、さらなる少子化が危惧されます。 

・社会動態※は、近年、転出数が転入数を上回る社会減※（転出超過）の状況が続いて

おり、特に若年層（15～34 歳）の流出が顕著になっています。 

 

 ○基本目標 

 宇城市は、人口ビジョンで示したとおり、長期にわたっての「人口減少時代」という局面

に入りました。人口減少は、地域経済の縮小を招き、良質な雇用が減ることに繋がりま

す。良質な雇用が減ると若い世代は流出し、さらなる人口減少を招くという悪循環に陥り

ます。また、これまで先人たちが築き上げてきた様々な地域社会システムは、人口減少

及び少子高齢化による担い手不足により、機能しなくなることが懸念されます。宇城市

が「これからもずっと住みたいまち」であるためには、戦略的な人口減少対策に取り組む

ことが重要です。 

 そこで、宇城市総合戦略では、若年層の流出を抑制し、将来にわたって持続的に発

展できる地域を創るために、『良質な雇用を創る「稼ぐ力を高める」』という観点のもと、以

下のとおり４つの基本目標を定めます。 

・基本目標１  

  地域の稼ぐ力を高め、良質な雇用を創出する。 

・基本目標２ 

  稼ぐ力を高める人の流れを創るとともに、人の繋がりを強化する。 

・基本目標３ 

  稼ぐ力を高めるための都市核の競争力を強化するとともに、人口減少に合わせた地

域システムを構築する。 

・基本目標４ 

  稼ぐ力を高めるための「強力な地方創生推進体制」の構築。 
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（２）位置づけ・検証 

 

 ○位置づけ 

 宇城市まち・ひと・しごと創生総合戦略は、本市の最上位計画である「宇城市総合計

画（可能性への追求プロジェクト）」で定める各施策をはじめ、人口減少を抑制するため

に、特に必要な施策を検討したものであり、重点的に取り組むべき施策集として位置づ

けます。 

 

 ○検証 

施策の効果検証は、従来のＫＫＯ（カン、経験、思い込み）から脱却し、対象への徹底

したヒアリングや客観的データに基づき施策効果の「見える化」を行います。また、外部

有識者会議の意見を踏まえながら、ＰＤＣＡサイクル（計画、実行、検証、改善）を確立

し、事業手法の改善を行うとともに、必要に応じて総合戦略の見直しを行います。 

 

（３）計画実施期間 

 平成２７年度から平成３１年度までの５年間とします。 

 

（４）基本方針 

 施策の立案・実施にあたっては、これまでの取組では人口減少に歯止めがかかってい

ないことを踏まえ、『質の行政改革』（行政の仕事のあり方を変える）の観点から、以下の

とおり基本方針を定めます。 

・他の市町村と同じ「横並び」的な施策ではなく、客観的な根拠に基づき、将来を見据え

た独自の施策を展開します。 

・「あれも、これも」と総花的※に取り組むのではなく、客観的な根拠を持った選択により、

重点施策を絞ります。 

・「一時しのぎ」「表面」的な取組ではなく、客観的な根拠に基づいた総合的な方針を定

め、根本的な問題解決に繋がるような施策を展開します。 

・スクラップアンドビルド※により、既存の施策を洗い出し、成果が上がっていない施策につ

いては見直します。 

・外部の団体や人材と積極的に連携し、これまで取り組んだことのない分野の施策につ

いても挑戦していきます。 
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（５）宇城市まち・ひと・しごと創生総合戦略の全体像 
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※本市では、地方創生の取組を『質の行政改革』と位置づけており、本戦略の目標実

現に向けて、最も重要となる実行体制の構築を基本目標の１つとして定めています。 
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２．実現に向けた施策 

基本目標や具体的な施策には「重要業績評価指標（KPI）」を設定します。 

なお、指標によっては、目標年度時点での統計値が無いケースや年度のズレが生じ

るケースがあり得るため、外部有識者による意見も踏まえ、適切な施策の検証が出来る

ように見直していくこととします。 

 

※重要業績評価指標（KPI）：組織の目標達成の度合いを計る指標のこと。（Key 

Performance Indicator の略）。 

 

 

基本目標１：地域の稼ぐ力を高め、良質な雇用を創出する 

≪基本目標の成果指標≫ 

■市町村内総生産：1,801 億円（H24） → 1,973 億円(H31) 

  ※H13～H24 年平均から 27 年～31年の 5年間に年 2%の成長 

(熊本県市町村民所得推計) 

 

■労働生産性：3,080 千円（H24） → 3,334 千円（H31） 

  ※基準値から 27 年～31年の 5年間に年 2%の成長 

（RESAS 自治体比較マップ） 

 

※本市では、地域の雇用を支える産業の生産性を高めることで、賃金水準を引

き上げることを目指し、「労働生産性」を基本目標の指標として掲げています。 

ただし、例えば、高齢者や介護・育児を抱えた人材の短時間就労等は、「生き

がい」や「世帯所得の向上」の点からも重要と考えられますが、それら短時間就業

人口の増加は、労働生産性の引き下げ要因にもなり得ます。 

そのため、「労働生産性」の指標については、外部の専門家等の協力を得なが

ら、数値を構成する要因を的確に分析し判断することとします。 
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≪基本目標を達成するための具体的な施策と重要業績評価指標（KPI）≫ 

（ア）地域産業の稼ぐ力を高める 

 

地場産業の付加価値の向上、販路拡大の推進（金融機関、商工業等との連携強化） 

 

 新規の良質な雇用を創出するためには、地場産業が今以上の収益を上げることが前

提です。そして、「収益を上げる」＝「稼ぐ」ためには、今以上の付加価値（商品やサービ

スの単価）の向上、販路（取引量）の拡大が必要です。 

 一方で、RESAS※（地域経済分析システム）等を用いて、本市の現状をみると、 

（１）本市の雇用を支える主な産業の労働生産性（※）は、熊本県平均、全国平均と比

較すると全体的に低い。 

（２）本市のほぼ全ての産業で域外収支（※）がマイナス。 

（３）コネクターハブ企業（※）のハブ機能が非常に弱い。 

といった大きな課題があります。 

 従来、本市を含め多くの地方公共団体では、産業振興は商工会等をはじめとした民

間の自主的な取組に任せ（「民のことは民で」）、振興策も横並び的な支援策が一般的

でした。しかしながら、産業振興の課題は山積しており、若年層の流出を食い止める良

質な雇用を創出するためには、これまでのあり方を変え、抜本的な対策を行うことが必

要です。 

 また、これまでの経緯もあり、行政は、仕事の創出についての課題分析の能力やノウハ

ウ、営業力等が不足している実態があります。 

そこで、抜本的な対策を進めるにあたっては、金融機関をはじめとした「産官学金労
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言※」の外部組織と強力な連携を取りながら、地域全体で地場産業の稼ぐ力を高めま

す。 

 

※労働生産性： 

付加価値額÷従業者数で算出され、賃金水準に直結する指標と言われています。

一般的に 1次産業では低く、2 次産業では高い傾向にあり、３次産業では事業規模によ

る差が大きい（大都市で高く、地方で低い）傾向にあります。 

これまで地方の生産性を高めてきた企業誘致や公共工事が減少する中で、１次産業

や３次産業の生産性を上げる（付加価値を高める）ことが賃金上昇に繋がり、若年層の

流出を食い止めることに繋がると考えられます。 

 

 

※域外収支： 

 本市外へ販売した金額から、本市外から仕入を行った金額を引いた収支。RESAS に

よると、本市のほぼ全ての産業で域外収支が赤字（本市外へ資金が流出）となっていま

す。域外収支の黒字化には、域外収入の増加（域外販路拡大、付加価値の向上＝コ

ネクター機能の強化）と域外支出の削減（域内仕入の増加＝ハブ機能の強化）が必要

と考えられます。 

 

 

※コネクターハブ企業： 

域内への波及効果が高く（ハブ機能）、域外から資金を獲得できている（コネクター機

能）産業や企業。本市の中核企業候補として抽出された企業においてもハブ機能が低く

（本市の雇用を支える誘致企業の製造業等であっても市内の中小企業等との域内取

引（仕入・販売）関係が非常に薄く）、また有識者会議の意見では、市内の中小企業等

の情報共有不足も指摘されています。 

 

 

 

 

 

RESAS 自治体比較マップ：労働生産性（企業単位、2012 年、全ての大分類） 

宇城市：3,080 千円、熊本県平均：3,643 千円、全国平均：5,016 千円 

 

RESAS 産業マップ：産業中分類別付加価値額（企業単位、2012 年）域外収支カラー 

RESAS 産業マップ：宇城市の地域中核企業候補：「電子部品・デバイス・電子回路製造

業」、「食料品製造業」、「輸送用機械器具製造業」等 
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 (1)-(ア)-①：「宇城市産業振興諮問会議」の創設 

 

産業振興施策は、行政の不得意分野である一方、地場産業や金融機関等の専門

分野と言えます。また、行政組織だけでは、担当者の人事異動等による地場産業分析

ノウハウの引継や一度始めた施策の見直しが困難という課題があります。 

効果的で継続性のある施策の実行のためには行政内部だけでなく、金融機関や地場

企業も含めた施策立案及び効果検証を確立するための体制が必要です。 

そこで、金融機関やシンクタンク※、地場企業等と連携した産業振興策の立案及び検

証を行う「外部委員会」を創設し、産業連関等の徹底したデータ分析及び地場企業へ

のヒアリング等を通じ、産業振興施策を委員会内で立案、施策効果の検証も数値デー

タ等から分析し、産業振興施策のＰＤＣＡを徹底する体制を作ります。 

 現在（H24） H31 

労働生産性 3,080 千円 3,334 千円 

■労働生産性：3,080 千円（RESAS 自治体比較マップ） 

基準値(H24)の数値から、27 年～31年の 5年間で年 2%の上昇を目標（3,334 千円） 

※労働生産性については、基本目標記載の留意点を踏まえて検証 

 

 

 (1)-(ア)-②：地場産業情報データベース化推進事業 

 

 域外収支やコネクターハブ企業の分析からわかるように、本市の地場産業振興には、

ハブ機能の強化が不可欠です。一方で、ハブ機能を高める域内取引関係の構築には、

市内企業や個人事業主の情報が不足している実態があります。 

そこで、機密保持に留意しながら、市内企業や個人事業主の仕入可能性や販路、課

題等の情報収集及びデータベース化を行い、新たな仕入先の獲得、販路の拡大に繋

げることで域内収支の黒字化を図ります。同時にそれらの情報は、ターゲットを絞った戦

略的企業誘致にも活用します。 

 現在 H31 

データベース登録企業(事業所)数 （新規） 500 社 

本事業による新規域内取引件数 （新規） 50 件 

域外収支の改善率 （※要調査）  

■データベース化件数：H21 経済センサス※：市内企業数（2,689 企業）のうち、H31 年

までに約 20%のデータベース化を目標(約 500 企業)。 

■新規域内取引数：データベース登録企業（事業所）のうち、約 10%の 50 社が新規の

域内取引関係の構築を目標（50 社×新規域内取引 1件）。 

■域外収支の改善率：H28 年度に産業連関分析等を実施後、目標を設定。 
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 (1)-(ア)-③：「ブランド売り込み」プロジェクトの創設 

 

 競争市場において付加価値の向上や販路の拡大を達成するためには、商品やサービ

スのブランド化が必要であるものの、有識者会議の中で指摘されたように、本市産品の

「ブランド力の弱さ」が課題となっています。 

 一方で、市内の生産者や事業者には「顧客マーケティング」や「独自の販路開拓等」

のノウハウ不足や小ロット生産、マンパワーの不足等の課題があり、個人でのブランド化や

6次産業化※、商品・サービス価格の向上には限界があることも事実です。 

 そこで、市内外の専門家を集めて、顧客のマーケティングや市場調査、商品の売り込

み方や仕掛け方、販路開拓手法等を検討し、商品の付加価値向上と販路を創る組織

（商品やアイデアを形にして、マーケティングや販路開拓のアドバイス、販路の紹介等ま

で実施可能な組織）を立ち上げます。 

 また、市内の生産者等にも実践的に「ブランドの売り込み」を学べる機会を作るだけで

なく、行政もマーケティング手法や資金計画等の商品化に必要なノウハウを吸収する場

として継続的な仕組みづくりを図るとともに、商品化にあたっては、市内業者への発注を

推進し、域内取引関係の拡大にも努めます。 

 現在 H31 

当該事業を活用した商品の売上総額 （新規） （検討中） 

プロジェクト提案件数 約 10 件 30 件/年 

■プロジェクト提案件数 30 件：H26～H27 にかけての、市の「まちのむらづくり応援団補

助金事業」、県の「地域づくり夢チャレンジ推進事業」、「くまもと里モンプロジェクト」等の

コミュニティビジネス※等に係る申請状況等を踏まえて目標を設定。 

■売上総額：H28 年度にプロジェクト創設後、専門家等の意見を踏まえて設定予定。 

 

 

 

（イ）稼ぐ農業の推進 

 

地域をけん引する農家の育成 

 

 農業における市内総生産額※の県内シェアや就業者の特化係数※は、本市の産業の

中で最も高くなっています。このことから、農業は本市を代表する産業と言えます。 

一方で、農業従事者の約65%が60歳以上となっており、農業の高齢化が進んでいま

す。また、本市の農家の約半数は販売額 300 万未満の農家で、農業の労働生産性も

県平均以下となっており、担い手の確保も課題となっています。 
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 特に市の周辺部や山間部では、農業が地域を支える産業であり、担い手の確保に向

けて、「稼ぐ農業」を推進し、農家所得の向上を図ることが不可欠です。 

本市ではこれまでも農業に対する各種の支援を実施してきているものの、現状を改善

するには至っていません。 

そこで、地域をけん引する農家への重点的な支援を通じて、新たな雇用を確保し、

本市の農業全体の底上げを図っていくことが必要と考えられます。 

 同時に、稼ぐ農業を推進して行く上では、次世代の担い手を確保するための求人力の

強化、そしてそのための「法人化」も重要です。 

今後、国の支援も法人に対して重点的に行われていくと想定される中、農業を続けて

いくには、法人化を進めた方がメリットも大きく、法人化による求人力の向上は地域の雇

用の受け皿としての機能拡大にも繋がると考えられます。 

一方で、これまでは法人化のメリットや法人経営の手法等が広く認知されていないと

いう実態もあり、対象候補となる農家の課題や特徴等のヒアリングを徹底し、積極的な

推進を図っていくことが重要です。 

農業の担い手の確保は、特に人口減少地域の消費や人口の確保にも繋がるため、

農業関係者だけでなく商工会や金融機関等といった地域の人材とも連携し、地域全体

で「稼ぐ農業」を推進していく必要があります。 

 

 

 

(1)-(イ)-①：「優秀な就農希望者を集めましょう」プロジェクトの創設  

 

 地域をけん引する農家の育成には、後述の農産物の売上増進に加えて、次世代を担

う優秀な人材を確保することも重要です。 

 既に農家の中には、独自の販路開拓に向けて営業力を持った人材の確保や次世代

を担う優秀な就農希望者の確保に向けて取り組んでいる農家もあります。  

 例えば、市内の農業生産法人等の中には、就農求人サイト等を活用して他県から雇

用者を独自に採用している事例もあり、地域をけん引する農家の育成には、これらの取

組に対する支援を拡大することも必要と考えられます。 

また、それらの農家での雇用就農は、就農希望者にとっては、生産だけでなく、販売・

経営も学べる良い環境であると同時に、地域にとっては、そのような人材が将来的に遊

休地等の新たな担い手となることも期待されます。 

 そこで、優秀な人材の確保を希望する法人や研修受入団体等の情報収集、人材ニ

ーズ等の分析を行いながら、対象となる就農希望者のターゲット像や課題等の調査も

実施し、人材確保に向けた支援を進めていきます。 

さらに、これらの取組は、近年のＵＩＪターンにおける就農希望の増加も踏まえると、移



13 

 

住促進策としての効果も考えられます。 

但し、ＵＩＪターン就農は、多くの地方公共団体も推進していくことが想定されることから、

雇用者ニーズや本市の強み等のマーケティングの徹底が重要です。 

例えば、首都圏の農学部生や農大生を対象としたインターン受入を行うなど、各農家

や各部署が横断的に連携しながら戦略的な移住促進（ターゲットの選定、就農・住居等

のワンストップ相談体制の確立）を進めていくことが必要です。 

 現在 H31 

雇用就農者数 16 人（H25） 20 人/年 

新規就農者数 30 人（H25） 35 人/年 

■熊本県青年農業者・新規就農者実態補完調査 

H25新規就農者 30人：新規学卒就農者数（3人）、U ターン就農者数（4人）、新規参

入者数（7人）、雇用就農者数（16 人）の合計数 

 

 

 

(1)-(イ)-②：先進農家の法人化推進  

  

法人化による求人力の向上は、人口流出の抑制に繋がるだけでなく、就農希望者の

雇用の受け皿となることで初期の負担が無く、経営能力や農業技術を取得する機会を

確保し、農家の高齢化や後継者不足の中で、地域の農業の新たな担い手を確保するこ

とにも繋がると考えられます。 

そこで、認定農業者※の中でも一定水準以上の経営体や、技術水準が高く、経営内

容も良い指導的立場の先進農家を重点ターゲットとし、法人化に向けた対策を立案す

るために意向や課題のヒアリング等を進め、法人運営手法等の研修や専門家による指

導助言等を通じて法人化の推進を図っていきます。 

また、法人化の推進や法人支援については、農業関係者だけでなく、地域の商工会

や金融機関等とも連携し、法人化に向けた事務の支援や既存法人の経営分析、事業

出資等の人的・金銭的な地域全体でのバックアップ体制の構築に努めます。 

 現在 H31 

法人農家数 34 法人（H22） 40 法人 

■法人農家数 34：H22 農林業センサス組織形態別経営体数 

■（参考）法人農家数：H22 農林業センサス販売金額規模 20,000 千円を超える農家

数 101 法人 
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農産物売上増進プロジェクト 

 

農業による良質な雇用の確保には、生産規模の拡大と同時に、農産物の高付加価

値化や販路の拡大により農産物の売上を増やすことが不可欠です。 

特に、人口減少により消費の減少が懸念される中では、６次産業化などの高付加価

値化や安定した取引先の確保がますます重要となってくると考えられます。 

しかしながら、農家個人での６次産業化や新規取引先の開拓には、ノウハウやマンパ

ワーの不足、取引先情報の不足といった課題があり、事業補助や商談会の紹介といっ

た従来型の要望対処的な支援策では限界があるのも事実です。 

また、これまでの６次産業化は、商品開発が目的化し、どのような人に売りたい物なの

か、そのためにはどのような物を作るべきなのかといった顧客や市場の情報の把握や販

路の確保に課題を抱えている実態もあります。 

これらの課題解決に向けては、新規取引先とのマッチングや加工品の販路の確保、

６次産業化への異業種企業参入といった新たな仕組みづくりが必要と考えられます。 

そこで、食品製造業や外食産業、販路の紹介が可能な金融機関や地場企業等との

連携を強化し、それらのネットワークを活用した新たな取引先の確保に向けた取組を推

進していきます。 

 また、消費の伸び悩みが予想される中、農家の安定した経営のためには、現状の市

場流通だけでなくネット販売等による消費者への直接販売といった新規市場の開拓も

重要となってくると考えられます。そこで、ＪＡや金融機関等と連携し、ノウハウの指導や

関連企業とのビジネスマッチング等に力を入れていきます。 

さらに、将来を見据えて、ネット販売等の拡大に対応できる物流の効率化や関連企

業の誘致、マーケティングや販路開拓等を担う農業商社的機能を持つ企業や人材の

誘致・育成といった、行政の各部署が横断した取組も検討していく必要があります。 

 

 

 

(1)-(イ)-③：金融機関等と連携した販路拡大・６次産業化支援事業  

 

現在、農産物は市場流通が主体であり、市場価格に農家所得が大きく左右されてい

る状態にあります。また、農家所得の向上には、安定した取引先の確保や 6 次産業化

等による付加価値額の向上が不可欠な一方で、個人での 6 次産業化や安定した販路

の確保には、マーケティングや独自の販路開拓のノウハウ不足、小ロット※生産、マンパワ

ーの不足等といった課題があることも事実です。 

農業所得の向上は、農業生産地としての地域全体のブランド化や良質な雇用の確保

に直結する問題でもあり、これらの課題解決には、従来の取組だけでなく、新たな対策も
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必要と考えられます。 

そこで、有識者会議の意見も踏まえ、地域の金融機関等と強力に連携し、ノウハウや

ネットワークを生かした新たな取引先とのビジネスマッチングや海外販路の発掘、6 次産

業化への異業種企業の参入等を推進していきます。 

そのため、農家の生産余力や主力産品、物流課題等の分析や、ロット数確保に向け

た各農家の連携手法等の分析を進めます。さらに、農家と金融機関等のコーディネータ

ー役としてマッチング支援に力を入れていきます。 

 現在 H31 

当該事業によるマッチング数 （新規） 1 農家/年 

新規に当該事業を行った農家の売上増加率 （新規） 5%増加 

■（参考）農産物の販売金額（経営体当たり）：7,160 千円（RESAS 農林水産業マップ） 

 

 

 

(1)-(イ)-④：新規市場開拓推進事業  

 

生産年齢人口や年少人口の減少による消費の伸び悩みが予想される中、農家の安

定した経営のためには、現状の市場流通だけでなく、新規市場の開拓やネット販売等へ

の参入も進めていく必要があります。 

また、農産物の高付加価値化（ブランド化）を目指すためにも、農家独自の努力を直

接消費者から評価されるような流通の確保は重要です。 

 そのため、(1)-(イ)-③の金融機関等のネットワークを活用したビジネスマッチング等を

含め、販路拡大に繋がる商談会や展示会等への参加促進やネット販売等の強化に向

けた取組を進めていきます。それと同時に、金融機関等と連携しながら、本市の農産物

の特徴や市場の分析を進め、新規市場の開拓を進めていきます。 

また、ＲＥＳＡＳ等の分析により、本市の食品製造業は原材料となる農産物の仕入の

多くが域外で、域内のハブ機能が弱いこと、さらに、消費用の農産物についても域内自

給自足が可能なものまで域外から仕入れていることが分かりました。 

そこで、農産物の域内循環を増やし、地域経済の波及効果を高めるために、企業や

店舗への仕入可能性調査や分析等を進めていくことも重要です。 

これらの取組を通じて、農家所得の安定・向上を図り、農業を通じた良質な雇用の確

保に努めます。 

 現在 H31 

当該事業により新規市場を開拓した農家数 （新規） 1 農家/年 

当該事業による農産品等のネット販売農家の増加数 （新規） 1 農家/年 

■（参考）農産物の販売金額（経営体当たり）：7,160 千円（RESAS 農林水産業マップ） 
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集落営農の推進 

 

 現在、農業従事者の約65%が、60歳以上となっている本市では、10年先・20年先を

見据えた農業対策が不可欠です。この数字は、このままの状況が続くと従事者の約

65%が10年後には70歳以上、20年後には80歳以上になることを意味しており、新た

な担い手の確保と同時に、遊休農地化が進むと考えられる農地の活用に向けた対策を

進めていく必要があります。 

 増える遊休農地の対策として、集落全体で農地を守り、有効活用していく「集落営農」

の推進が期待される一方で、本市ではまだ集落営農に取り組む集落は限定的です。 

そこで、本市における将来の農地状況の想定や課題の分析等を徹底するとともに、

検討段階から組織設立まで一貫した支援を行い、集落営農の組織化を推進していきま

す。 

 

 

 

(1)-(イ)-⑤：集落営農の推進強化  

 

農業の高齢化や後継者不足による農地の遊休地化への対策には、農地の担い手を

確保する予防的対策が不可欠です。そのためには、集落全体で農地を守り、有効活用

していくための集落営農を推進して行く必要があります。 

集落営農の推進には、行政及び地域の農家全体で地域の農業の現状やこれまでの

取組の課題、将来発生し得る課題をきちんと総括し、将来に向けて地域の農業をどのよ

うにしていくべきかといった具体的な対策や集落営農に向けた進め方、客観的な数値目

標等についての合意形成を徹底することが重要です。 

そこで、外部の専門家や地域のＪＡ、金融機関等とも連携をしながら、課題の分析や

重点エリアの設定等、戦略的な計画を策定し、集落営農の検討段階から組織設立まで

一貫した支援を行っていきます。 

なお、集落営農の推進にあたっては、農地の担い手の確保といった視点だけでなく、

必要ロット数の確保による新規取引の開拓や 6 次産業化等といった農家所得の向上と

いった成果も重視し、そのためのＰＤＣＡを徹底していくことが重要です。 

 現在 H31 までに 

集落営農組織数 １組織 4 組織 

■集落営農組織：H28～H31 の 4年間で 1組織/年を目標 
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(1)-(イ)-⑥：優良農地の確保に向けた取組  

 

 農業従事者の約 65%が 60 歳以上、また約半数の農家が販売額 300 万未満という

本市の状況を踏まえると、今後、農地の遊休地化が急速に進み、危機的な状況に陥る

可能性が危惧されます。 

 農地の遊休地化は農地の持つ多面的機能の低下や周辺の営農、生活環境への悪

影響も懸念されるため、農地の適正かつ効率的な利用の確保は不可欠です。 

 そこで、本市で進めている農地の集積化等の基盤整備を推進するとともに、農地の最

適化に向けて遊休農地、荒廃農地等の利用状況や意向調査を関係団体等と連携しな

がら実施し、１０年先・２０年先を見据えた抜本的対策を進めていきます。 

 現在 H31 

耕作放棄地率 16.7%（H22） 現状維持 

■耕作放棄地率：16.7%（RESAS 農林水産業マップ農地分析） 

 

 

 

（ウ）稼ぐビジネスを創る 

 

 「創業強化」と「抜本的な後継者対策」の推進 

 

雇用の受け皿となる新たな企業を生み出す創業や後継者がいない事業所の新たな

担い手の確保、いわゆる事業承継も良質な雇用の創出には重要です。 

これまでの本市の創業支援は、店舗の改修や家賃補助等の支援が中心で、創業後

の事業継続性に課題がありました。また、市内事業所の事業承継問題（後継者不在に

よる廃業や空き店舗化）は危機的な状況にあるものの、民間事業者任せで、これまで

抜本的な取組が出来ていませんでした。 

そこで、市としての創業支援の総合的な方針（戦略的なターゲット、重点分野、今後

の伸びが想定される事業等）を明確にすると同時に、金融機関等と連携しながら、創業

前から創業後まで一貫した支援・相談組織を創設することで、事業継続性を高めていき

ます。なお、金融機関等との連携は、将来的な出資による事業拡大を踏まえた経営計

画等の立案やチェック機能の強化による良質な雇用の創出としても重要な観点と認識

しています。 

事業承継の問題については、今後経営者の高齢化がますます進むことを踏まえて、

商工会や金融機関等と連携した市内商工業全体の「将来ビジョン」や「中長期の計画」

の作成が重要です。 
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また、近年空き店舗が目立つ商店街においても、新たな担い手としての創業者の確

保と店舗を継ぐ後継者対策が生き残りをかけた重要な課題です。 

商店街については、これまで活性化に向けた取組は一部の意欲のある人たちに限ら

れており、地域全体の活動や継続的な活動になっていないという課題や行政も単発の

イベントや補助金での支援に終始してきたという課題があり、これら従来型の商店街振

興策では、商店街の衰退を止められていません。 

 そこで、従来型の振興策を見直し、商店街の各店舗だけでなく周辺地域や住民の将

来構成等も検討しながら、商店街の「将来プラン」を作成し、重点的に取り組む施策や

支援策等の優先順位を明確にしていきます。 

 

 

 

(1)-(ウ)-①：「学生発ベンチャー」誘致事業 

 

生産性を高め、良質な雇用を生み出すためには将来を見据えた産業の創出や集積

が必要です。県の総合戦略においても「大学等との連携と研究機能の活用」が挙げられ

ているように、大学等と連携した地域イノベーションや若い世代の起業に向けた取組は、

今後ますます伸びてくると考えられます。 

そこで、そのような世の中の流れにいち早く対処すべく、県内の大学を中心に進めら

れている学生ベンチャー事業の誘致に向けて、支援策を検討し、「起業家の集うまち」を

目指す取組を進めていきます。 

 現在 H31 

学生発ベンチャー誘致数 （新規） 3 件/5 年 

※誘致数は、学生等の動向にも影響するため、働きかけを進めながら PDCA を徹底。 

 

 

 

(1)-(ウ)-②：金融機関等と連携した「創業塾（経営塾）」の創設 

 

 従来の創業支援の検証から、良質な雇用を生み出す創業には創業前から創業後ま

での一貫した支援・相談体制が必要と考えられます。創業には、初期投資への支援に

より創業のハードルを下げる視点だけでなく、明確な事業計画に基づく新たな投資を呼

び込む視点が必要です。つまり、金融機関等から融資対象として判断されるだけの事業

計画の立案や創業後の経営能力の向上が必要と言えます。 

 そこで、金融機関等と連携を図り、創業希望者や市内事業所向けの創業塾（経営塾）

を開設し、新たな産業の創出に取り組みます。 
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 現在 H31 

当該事業を活用した創業件数 2.7 件/年 (H21～H26 平均) 4 件/年 

創業塾（経営塾）への参加者数 （新規） 20 人/年 

■創業件数：以前実施していた「宇城市空き店舗対策事業(H21～H24)」、「宇城市起

業家支援事業（H23～H26）」の事業実績：2.7 件/年。 

 

 

 

(1)-(ウ)-③：事業承継推進事業（金融機関連携の推進、専門チームの創設） 

 

 本市の事業所の約半分は個人事業主となっており、これら事業所は現在事業主の高

齢化、後継者の不在による廃業の危機に直面しています。さらに、域外収支の観点から

みると当該事業所は、内需型（域内で収益を上げる構造）で人口減少が進むと売上に

直結する産業と言えます。 

 地域の各事業所は、周辺住民、特に高齢者の生活を支える店舗です。後継者不在の

事業所の新たな担い手を確保し、人口減少に対応し得る新事業の創出や生産性の向

上を図ることは住民サービスの観点からも急務と言えます。 

 そこで、庁内に市内事業所の事業承継に対応する専門チームを創設するとともに、商

工会や金融機関等と連携を図りながら、本市の事業所の後継者情報の分析や「将来ビ

ジョン」づくりを進め、抜本的な対策を進めていきます。 

 現在(H27) H31 

事業承継支援件数 （新規） 27 件/5 年 

商工業者の後継者率 39.4% 60.0% 

■事業承継支援件数 27 件/5 年：上記調査における「経営課題や商工会に求める支

援内容での事業承継を挙げた事業所数 27件」 

■商工業者の後継者率 39.4%：宇城市商工会の実施した「経営発達支援計画策定推

進事業」に係る持続的経営のための資源調査(H27)での数値（※留意点：アンケート回

収率 14.5%（調査に回答の無い事業所の後継者割合が懸念）） 

 ※H28 年度に詳細な調査を実施した上で、数値目標は再度検討 

 

 

 

(1)-(ウ)-④：5 年後・10 年後の「商店街プラン」作成事業 

 

 商店街は地域住民の生活の拠点であると同時に、誇るべき多くの歴史や伝統文化を

抱える存在です。しかしながら、本市の各商店街も、全国的な事例と同様に経営者の高
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齢化や後継者の不在、空き店舗化が進んでいます。 

そして、従来の単発のイベントや補助事業中心の振興策では、それらの課題を止めら

れていない状況にあります。 

そこで、従来の振興策を見直し、市内の各商店街の将来人口構成や事業継続想定

等の分析を行うと同時に、店舗経営者や一部の住民だけでなく、周辺地域の住民全体

でこれまでの商店街振興の現状と課題を総括し、商店街将来ビジョンの合意形成、中

核人材の育成を図る５年後・１０年後の「商店街プラン」の作成を支援します。 

 現在(H27) H31 

商店街の空き店舗数 27 店舗(H27 年 3月時点) 15 店舗 

プラン作りへの参画者数 （新規） 250 人/5 年 

■H27 年 3 月時点で判明している空き店舗数の合計は、松橋町・小川町 8 商店会で

27店舗（但し、三角町、不知火町、豊野町及び商店会以外の空き店舗は調査中） 

■空き店舗数：27 年度に実施中の市内全域の空家・空き店舗実態調査等を踏まえて

目標値の修正予定。 
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≪基本目標を達成するための具体的な施策と重要業績評価指標（KPI）≫ 

 

（ア）「稼げる観光」の推進 

 

宇城市版ＤＭＯの創設 

 

 観光の目的は、観光という「手段」を通じて、地域経済の活性化を図り、新規の良質な

雇用を生み、若者の流出を防ぐことで持続可能な地域を創っていく、つまり「観光による

地域づくり」にあります。 

 観光による地域経済の活性化には、観光による消費額や観光消費に係る地域内から

仕入額の視点が不可欠です。同時に、より質の高い消費や域内仕入の拡大を達成す

るためには、市場や観光客の顧客マーケティングが必要です。 

 本市の観光には、今まで、これらの消費額や域内仕入額、顧客ニーズやリピーター率

等といった客観的なデータが全くありませんでした。 

基本目標２：稼ぐ力を高める人の流れを創るとともに、人の繋がりを強化する 

≪基本目標の成果指標≫ 

■移住者数：200 人/5 年 （県外転出超過の減少 ▲80 人→ ▲40 人(H31)） 

 ※県外転入出数：▲80人/年（H23～H26 年平均） 

 （住民基本台帳異動届一覧 H23 年 5月～H26 年 5月） 
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 同様に、着地型観光※に取り組む地域にも、主体的・戦略的な集客のノウハウや仕組

みが不足しており、継続性や収益性に課題がありました。 

 客観的なデータが不足した中での観光事業やカン・経験・思い込みによる観光プラン

の立案、地域経済の活性化という視点が欠けた成果指標では、本来の観光の目的に

即したＰＤＣＡが全く機能しません。 

 本市のこれまでの観光は、観光事業を実施することが目的化（手段の目的化）し、上

記に挙げた視点が欠けた状態で、単発のイベントやプロモーション、観光プランの立案な

どに取り組んで来ており、地域経済の活性化や雇用にまで結びついていなかった課題が

あります。また、市の総合的な観光の方針が無いことや各部署間、各団体間の連携・共

有が不足していたという課題もあります。 

 上記の課題を解決するため、政府の総合戦略にも掲げられている「日本版ＤＭＯ

（※）」のマーケティング、マネジメントの機能を本市の観光地域づくりに導入する必要が

あります。観光地域づくりは、地域経済や顧客の「見える化（マーケティング）」だけでな

く、これまでの観光事業の総括や進め方の合意形成（マネジメント）を地域全体で進めて

いく中長期の取組です。本市では、ＤＭＯの推進を通じ、既存の観光事業を見直し、本

来の目的である「観光地域づくり」に取り組みます。 

 

※ＤＭＯ：Destination Marketing/Management Organization  

新しい「観光地域づくり」の推進組織。地域経済や顧客、推進体制の「見える化」を図

るマネジメント、マーケティングの担い手となる組織。 

 

 

 

(２)-(ア)-①：宇城市版ＤＭＯの推進 

 

観光地域づくりの推進に向けては、まず「観光になぜ取り組むか」という「そもそも論」の

意見交換を農林水産業者や商店街、飲食店、観光事業者、地域の住民等と行い、こ

れまでの観光事業の総括を行うことが重要です。 

同時に、官民でマーケティング委員会を立ち上げ、市場や顧客の「見える化（ＳＴＰ分

析：顧客の細分化、絞り込み、比較優位等）」や観光による地域の経済効果の「見える

化（消費額、域内調達率、雇用者数、税収等）」を図り、客観的なデータに基づく「観光

戦略（基本方針）」の立案と適切な数値目標を設定し、成果評価のＰＤＣＡを徹底した

事業の立案を行います。 

※マーケティング：例えば、地域経済の活性化には、お土産物の開発１つをとっても、

域内調達率の向上や域内調達率の高い商品の購買率を上げることや流通現場からの

「売れているモノ、売れないモノ」の情報を、生産現場に反映できる取組が必要となりま
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す。マーケティングによる客観的事実はこれらの合意形成を得易くするのと同時に、責

任ある事業の成果評価を判断するための必要となります。 

※STP 分析：効果的な市場開拓のためのマーケティング手法。「S:セグメンテーション

（対象の細分化）」、「T:ターゲティング（対象の絞り込み）」、「P：ポジショニング（比較優

位）」。 

 

 現在 H31 

観光消費額（地域経済波及効果総額） （※要調査）  

観光客のリピーター率 （※要調査）  

■消費額等の客観的データが未把握のため、調査の上、目標を設定。（H28 に調査） 

■リピーター率：市内物産館等での調査の上、目標を設定。（H28 に調査） 

 

 

 

（イ）戦略的な移住推進 

 

稼げる人材の誘致（ＵＩＪターン起業） 

 

 人口減少対策の１つは、市外からの転入を増加させることです。近年、増加するＵＩＪタ

ーン希望者と増える空家への対策として、移住者を空家に受け入れる取組が広がって

います。 

しかしながら、現在の全国的な移住促進の流れの中では、安易な金銭的支援や横

並び的な支援策では効果は見込めません。 

 本市の状況をみると、空家や空き店舗は急速に増加しており、新たな担い手の確保は

急務となっています。また、本市は内需型の事業所が多いため、新規取引や技術革新

に繋がる新たな企業間連携の構築が生産性の向上には必要不可欠と言えます。 

 そこで、本市の地域の状況や産業構造等を踏まえて、空家・空き店舗に「稼げる人

材」を誘致する、ターゲットを絞った戦略的移住促進・企業誘致（※）に向けて取り組ん

でいきます。 

 

※戦略的移住促進：従来型の「誰でも良いから来てください」の募集では、移住後の生

計手段に問題を抱えるケースが多い課題を抱えており、明確なターゲット設定を行った

「来て欲しい人」を対象とした移住促進策。 

 

※戦略的企業誘致：従来型の「待ち」の企業誘致ではなく、ＳＴＰ分析等の手法を用い
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て、本市の産業構造等を分析し、「来て欲しい企業・人材」を対象に誘致への戦略を作

り、積極的に「攻める」企業誘致。 

 

 

 

(２)-(イ)-①：「空き店舗対策計画」の策定 

 

 稼げる人材（UIJ ターン起業等）を誘致する受け皿となり得る空き店舗について、現状

では、それらの所在地や所有者、意向、規模等の実態、そして今後廃業可能性の高い

店舗の情報等がほとんど無いのが実態です。 

 そこで、商工会や金融機関等と連携を図りながら、市内の空き店舗等の調査を実施し、

重点対象エリアや周辺地域に必要な産業等の分析を行い、「空き店舗対策計画」の策

定を行います。同時に、(2)-(イ)-②「戦略的な移住・企業誘致」と併せて、それらの店

舗への新たな担い手確保に向けて取り組みます。 

 現在 H31 

ＵＩＪターン者の創業件数 （新規） 15 件/5 年 

空き店舗解消数 （※調査中）  

■空き店舗解消数：27 年度に実施中の市内全域の空家・空き店舗実態調査を踏まえ

て目標値の設定。(1)-(ウ)-④と併せて検討。 

※UIJ ターン者：本市の転入者のうち約 3割が県外からの転入（400 人弱/年）。 

 

 

 

(２)-(イ)-②：戦略的な移住・企業誘致の推進（サテライトオフィス※等） 

 

 「来て欲しい人材」、すなわち「稼げる人材」の誘致のためには、本市の産業構造や周

辺環境、将来需要等の分析を踏まえたターゲットを絞った取組の推進が必要です。 

 そこで、戦略的な移住・企業誘致の推進に向けての「企業誘致戦略」の策定を行い、

商工会や金融機関等とも連携を図りながら稼げる人材の誘致に向けて取り組みます。 

 現在 H31 

企業誘致件数 約 1件/年 5 件/5 年 

企業誘致による雇用の創出 平均 35人/年 175 人/5 年 

■企業誘致件数：市合併後 10年で誘致 9件、増設 3件、正規職員雇用数 350 人。

現状の数値を基に、目標を設定。 
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地域主体の空家対策・移住の促進（空家ドナー制度（※）） 

 

空家増加地域の人口減少や少子高齢化は深刻であり、移住者による新たな担い手

の確保が不可欠です。本市でも以前から空家バンクに取り組んでいますが、「所有者の

問題」としての観点が強く、積極的な対策が進んでいなかった現状があります。空家バ

ンクは登録を「待って」いても増えないため、登録を増やすために「働き掛ける」取組が必

要です。 

一方で、急増する空家に対して行政だけの働き掛けでは、抜本的な解決は難しいた

め、空家を地域の課題として認識し、地域が主体となった「空家の把握・あっせんから移

住相談、移住後のサポート、定住による地域活動への移住者の参画」までのパッケージ

化した地域主体の空家利活用・移住促進のシステムを構築する必要があります。 

加えて、本市の高齢者単身世帯数は2,000世帯以上で、今後の空家の急増が懸念

されています。そこで、空家化する前に「事前同意（将来の管理・空家バンク登録等）」

を図る制度（空家ドナー制度）を導入することで、スムーズな空家バンクへの登録や建

物の解体を促す仕組みを構築していきます。 

 

※空家ドナー制度：物件の所有者・相続人に対し、将来空家となった場合の利活用等

の意向を事前確認する制度 

 

 

 

(２)-(イ)-③：空家ドナー制度（地域主体の空家利活用・移住促進システム）の構築 

 

 空家の増加、廃屋化を防ぐためには、空家をいち早く把握し、所有者に利活用や解体

を促すことが重要です。同時に、新たな入居者を確保するとともに、入居者が地域に溶

け込み、定住に繋げ、進んで地域活動の新たな担い手となることも大切です。 

そこで、地域が主体となった空家の早期把握と利活用、移住者の移住前から移住後

のフォローまで一貫した体制の構築に向けて、地域住民の方々と協働して取り組んでい

きます。同時に、将来的に空家化が見込まれる建物に対して、事前に将来の除却意向

や管理体制、空家バンク等の利活用についての同意を取っておく「ドナー制度」の確立

に向けた取組も進めていきます。 

 現在 H31 

空家ドナー登録数 （新規） 100 件/5 年 

空家バンク制度を利用した移住者数 5 人 100 人/5 年 

■空家バンク制度：現在実施中の空家実態調査の推計空家数約1600件の約6%にあ

たる 100 件の登録を仮定し、そのうち 50 件×平均 1世帯 2人を目標に設定。 
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（ウ）地元出身者と繋がる 

 

大学生や地元出身者との連携強化 

 

 市外流出の多いことが本市の特徴ですが、逆転の発想をすると、市外へのコネクショ

ンを多く持っているともいえ、どれだけ地元出身者との繋がりを継続でき、その活用を図

れるかがポイントと言えます。 

 また、本市には大学が無く、大学進学者等は必然的に市外へ流出する傾向にあるた

め、大学進学を機に「宇城市との繋がり」を途切れさせないことが、地元就職や後のＵタ

ーン、同郷ネットワークの構築にとって重要です。 

 ＵＩＪターンやふるさと納税、さらには地元企業の販路拡大や企業誘致といった取組に

おいても、全く関係のない人や企業を対象とするよりも、地元出身というターゲットを絞っ

た取組が効果的と考えられます。 

これまで本市では、そのような視点での出身者との関係構築が不足していた実態もあ

るため、関係強化に向けた取組を推進していきます。 

 

 

 

(２)-(ウ)-①：市外在住者連携強化推進事業 

 

 市外在住の本市出身者との繋がりを継続していくためには、進学や就職といった転出

のタイミングを機に繋がりを途切れさせないことが重要です。 

 そこで、若い世代の同郷ネットワークの組織化や熊本県人会等との連携強化に努める

とともに、市外在住者の保護者や親族の交流の場を作り、Ｕターン雇用やふるさと納税

等の推進を図っていきます。 

 また、本市の企業や事業者が市外で開催、参加する商談会等への市外在住者の人

的支援が出来るような体制構築にも努めます。 

 現在 H31 

宇城市ふるさと応援寄付 約 10,000 千円/H20～H26 年累計

（400 件） 

50,000 千円/5

年（2000 件） 

Ｕターン者雇用数 （※要調査）  

■U ターン雇用数：H28 年度に市内企業等への調査の上、目標を設定。 
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(２)-(ウ)-②：学生連携強化推進事業 

 

 少子高齢化の中で、地域の伝統行事や区役等の活動、また地域づくり団体等の活動

も、担い手が不足している実態にあります。一方で、そのような活動への若者の参加が

ほとんど見られない、言い換えれば若者にそのような活動が認知されていない傾向があ

ります。 

 そこで、現在、進学を機に途切れてしまいがちな地元出身大学生等との継続的な繋

がりをつくり、地域活動への学生の参画の強化を図っていきます。 

 また、学生の主体的な繋がりを促すよう、学生を講師とした子どもたち向けの学習やス

ポーツの指導塾等を継続的に開催できる仕組みづくりに向けても取り組んでいきます。 

 現在 H31 

学生の繋がり率（コンタクト可能な学生リスト数） （新規） 88 人 

■コンタクト可能な学生数：10～29 歳の転出数約 800 人/年（うち 55%が県内）。県内

転出者約 440 人/年のうち、約 2割の 88 人を目標に設定。 

 

 

 

（エ）異業種間の連携強化 

 

地元高校との連携強化 

 

本市には、２校の県立高校があり、これまでも地域活動への協力や地域連携等の取

組を通じて、大きく貢献をされています。また、他市町村における高校の統廃合の状況

をみても、地域における高校の存在は、地域の持続可能な発展の為には不可欠な存

在とも言えます。 

しかしながら、現在の少子化の流れや本市の若年層流出状況をみると、本市におい

ても将来的にわたって現在の状況を維持できるか非常に危惧されます。 

地域にとって地元の高校はそれだけ重要な存在である一方で、これまで高等学校は

県の教育委員会の管轄でもあり、市として独自の支援や連携強化を図る取組が不足し

ていました。 

 そこで、地元高校の入学、進学、就職率の向上に向けて、市を中心として地域の企業

や事業所、地元住民等と一体となった支援に取り組むことで、地域の核となる高校の活

性化を図っていきます。同時に、地元企業や事業所と地元高校の連携を強化し、生徒

の地元就職率の向上を図り、若年層の流出抑制にも努めていきます。 
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(２)-(エ)-①：入学・進学・就職率向上に向けた産官学金労言の連携推進事業 

 

 地域の核となる地元高校の入学、進学、就職率や魅力度の向上に向けて、地域の産

官学金労言及び地域住民が連携して、積極的に支援していく体制の構築を図ります。 

 また、地元就職率の向上に向けて、大企業へ目を向けがちな生徒や保護者へ地場企

業で働くことのメリットを認識してもらえるよう、地元の企業や事業所と協力して、学校との

長期的な連携強化を図るシステムを構築します。 

 現在 H31 

入学者数の増加 松橋高校：468 人(H27) 

小川工業：600 人(H27) 

(松)現状より増加 

(小)現状維持 

高校新卒者宇城管内就職率の向上 26.9%(H27) 40.0% 

■入学者数の増加：松橋高校 H22：671 人→ H27：468 人（2/3 宇城管内出身）。 

■宇城管内就職率：ハローワーク宇城管内 26.9%（過去 10年平均 29.3%）。 

※県内就職率(63.0%：H27) 

※松橋高校、小川工業の就職先（市内、県内、県外）の情報提供が可能ならば、直接

の数字を確認し、目標を変更。 

 

 

 

(２)-(エ)-②：地域活動への高校生の参加促進事業 

 

 地域で一丸となって地元高校の支援を図っていくためには、これまで以上の地域と地

元高校の連携が必要です。 

 地域をみると、少子高齢化や核家族化等により、地域活動の担い手が不足しています。

既に行政区によっては区役等が困難になったり、地域の行事の縮小や廃止が発生して

います。 

 そこで、地域活動への学生の参加や主体的な取組をさらに進めるため、地域、地元高

校と連携を図りながら、生徒が地域の新たな担い手となるよう連携強化、交流促進を進

めていきます。 

 現在 H31 

地域（小・中学校）と学校の連携事業数 （※要調査）  

地元高校生の地域活動への参加割合 （※要調査）  

■地域と学校の連携事業数：小・中学校と高校との連携事業の状況を調査の上、目標

を設定。（H28 年 4月） 

■地域活動への参加割合：H28 年度に調査の上、目標値を設定予定。 
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異業種交流の推進 

 

 生産現場の農家と一次加工※を担う製造業、販売を担う小売業、事業を支援する金

融機関など、商品の生産・流通・販売の工程には、多くの業種、事業所が関係すること

を考えると、異業種間の連携・交流を図る取組が、商品付加価値の向上や販路拡大に

は不可欠です。 

 一方で、地域の青年団等も少なくなり、現在では地域において異業種間が集まる場が

ほとんど無い実態があります。また、行政も合併や業務の多様化・専門化の中で、地域

の各産業や従事者との繋がりが薄れて来ており、地域産業の活性化に向けて、より一層

の繋がり強化が求められます。 

 そこで、異業種間の連携を強化する交流会の開催や「将来の宇城市を検討するワー

クショップ」等を開催し、地域全体の成長、繋がり強化を進めます。 

 同時に、このような若い世代における異業種交流を推進する中で、現在課題となって

いる未婚化、晩婚化への対策にも繋げていきます。 

 

 

 

(２)-(エ)-③：異業種交流の推進(若手社員検討会、交流会等の開催)  

 

地域の稼ぐ力を高める異業種間の連携強化に向けて、市内の事業者や青年農業者、

金融機関社員、若手行政職員等の有志による定期的な「若い世代の考える将来の宇

城市の検討会議」等の開催の働き掛けを進めます。 

 また、本市において多くの雇用を抱える医療福祉業や製造業、卸売・小売業等と連携

しながら、若い世代の結婚や定住に繋がるような異業種の社員間の交流の場の構築に

努めます。 

 現在 H31 

新規域内取引数 （新規） 50 件 

異業種交流会の開催 （新規） 4 回/年 

定期的な検討会議等の開催 （新規） 12 回/年 

■新規域内取引数：(1)-(ア)-②「データベース化推進事業」と併せた目標値 
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基本目標３：稼ぐ力を高めるための都市核の競争力を強化するとともに 

人口減少に合わせた社会システムを構築する 

≪基本目標の成果指標≫ 

■合計特殊出生率：1.62(H22) → 1.71(H31) 

※若年層女性の流出抑制、未婚率の改善等により、市全体では、1.71 を目標。 

（1.71：旧町別の合計特殊出生率の加重平均） 

※都市核では、県内人口増加地域レベル（約 1.8）を超える値まで向上。 

 

■社会動態の改善：▲183 人（H23 年 5月～H26 年 5月の過去 3年平均） 

 → ▲93 人<+90> (H31) 

①0～14 歳の社会動態：32 人 → 47 人<+15>  

②15～24 歳の社会動態：▲179 人 → ▲154 人<+25>  

③25～44 歳の社会動態：▲93人 → ▲63 人<+30>  

④45 歳以降の社会動態：57 人 → 77 人<+20> 

 （住民基本台帳異動届一覧 H23～H26） 

※良質な雇用の確保により若年層の流出を抑制するとともに、各種の定住施策

（宅地開発の推進、子育てをしたい町の推進、移住促進等）により流入を促進。 
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≪基本目標を達成するための具体的な施策と重要業績評価指標（KPI）≫ 

 

（ア）都市核の競争力強化（定住） 

 

都市核の宅地開発の推進 

 

 本市の都市核は、宅地需要が高く（有識者会議意見）、人口の社会動態でも 0～14

歳児は転入超過であるなど、子育て世帯の流入という強みを持っています。 

 一方で、親世代(25～44 歳)の年齢階層全体では転出超過となっており、これらの流

出を抑制し、定住に繋げるためには、本市での新居の建設を促進する必要性が高いと

言えます。特に、本市では都市核以外の周辺部から熊本市方面への流出も多く、都市

核が人口のダム機能を果たすことも重要です。 

 また、定住には、本市に「家を建ててもらう」ことが最も重要であるにも関わらず、新築

希望者の多くが家を建てる際に相談に行くと考えられる住宅メーカーや金融機関、不動

産会社等との連携や働き掛けがこれまで不足していた実態があります。 

そこで、農地転用や開発許可、行政主導の宅地開発といったハード面での連携だけ

でなく、顧客に対して宇城市での住宅建築を促すためのソフト面での連携という新たな

分野の取組強化を図っていきます。 

新たな宅地開発、住宅建築を推進するにあたり、もう１つの重要な視点が、都市核の

空家・空地への対策です。人口減少社会、特に生産年齢人口が減少する社会にあっ

て、宅地開発により宅地の供給を増やすことは、供給が過剰となり、空地は活用され

ず、資産価値がほとんど無くなってしまいます。都市核の空家・空地の活用を図り、都市

核の密度を高めることこそが競争力の強化には必要です。 

 金融機関等と連携しながら、都市核の空家・空地の所有者を対象とした資産の有効

活用（リーシングノウハウ）の勉強会等を推進し、都市核の競争力強化を図っていきま

す。 

 

 

 

(３)-(ア)-①：宅地開発に伴う公共施設整備補助事業等の創設 

 

 人口減少社会では、各地方公共団体が競って定住促進に向けた住宅建築を促す取

組を進めていくことが考えられるため、住宅建築希望者のニーズや宅地開発を行う住宅

メーカーの戦略、条件等の情報を的確に分析し、本市が比較優位を持つターゲットを絞

った取組が必要です。 
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そこで、金融機関や住宅メーカー等と連携し、上記のマーケティング等を実施した上

で、本市への宅地開発の誘導効果を見極めながら、民間の宅地開発に際に生じる接道

のための道路敷設や緑地整備といった公共施設等の整備に対する支援を行います。 

 現在 H31 

住宅着工件数（建築確認申請件数） 146 件/年 160 件/年 

■住宅着工件数（建築確認申請件数）146件：H22～H26の平均住宅着工数（建築確

認申請件数）（160 件：10%増） 

 

 

 

(３)-(ア)-②：金融機関・住宅メーカー等との連携（宅地開発の推進） 

 

 人口減少社会で住宅建築を促すためには、(3)-(ア)-①で述べたようにマーケティン

グ等を踏まえたターゲットを絞った取組が重要です。 

同時に、新築希望者に対し本市での定住をアプローチするためには、窓口となる金融

機関や住宅メーカー等と強力に連携し、顧客に対して本市での住宅建築を働きかけて

もらう必要があります。 

そこで、そのような事業所との協定や連携を進め、誘導効果の高い事業所の顧客に

対しては、本市での住宅建築への優先的なインセンティブを付与するなど、住宅建築希

望者や事業者に選ばれる自治体に向けた取組を検討していきます。 

 現在 H31 

連携事業による住宅着工件数（建築確認申請件数） （新規） 30 件/年 

事業者への営業数 （新規） 10 事業所/年 

■H22～H26の平均住宅着工件数（建築確認申請件数）146件を基準に、20%の連携

を目標。 

 

 

 

(３)-(ア)-③：空家・空地所有者への資産活用勉強会等の開催 

 

空地や空家も本来は資産であるものの、人口減少により需給バランスが崩れていくと、

空地はいつまでも空地のままとなり、資産価値がほとんど無くなってしまいます。そのため、

都市核の競争力強化には、空家・空地の活用を図り、都市核の密度を高めることが重

要です。 

そこで、所有者への意向調査や重点エリアの設定と対策を進めるとともに、金融機関

や地元の行政区等と連携しながら、空家・空地の所有者に対する資産活用の勉強会等
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を開催し、土地・建物の流動化を図り、都市核への移住促進に向けて取り組んでいきま

す。 

 現在 H31 

空家の解消（解体・除却）件数 （空家：調査中） 50 件/5 年 

用途地域内の未利用地の改善規模 350､000 ㎡ 332,500 ㎡ 

勉強会等の参加者数 （新規） 300 人/5 年 

■空家の解消件数：現在実施中の空家実態調査の推計空家数（約 1,600 件）の 3%の

解消（解体・除却）を目標に設定 

■用途地域内の未利用地 350,000 ㎡（H23 都市計画基礎調査）の 5%（175,000 ㎡）

の改善を目標に設定 

■勉強会等の参加者数：推計空家数（約1,600件）の約20%の関係者が何らかの形で

参加することを目標。 

 

 

 

（イ）「子育てをしたい町」の推進 

 

子育て支援策等のマーケティングの強化 

 

子育て支援は、「宇城市に住んでいて良かった、宇城市で子育てをしたい」と思えるよ

うな、子どもを産み育てやすい環境をつくることで、住民の満足度の向上を図り、子育て

世帯の定住（子育て世帯の転出抑制、転入増加）、そして出生率の向上に繋げることを

目的とした取組です。 

子育て支援は、支援を拡充すればするほど、子育て世帯にとっては手厚いサービスと

なります。しかし、全国的な少子化の中で、各地方公共団体が競うように子育て支援に

取り組んでおり、安易な金銭的支援によるパワーゲームに参加することは、将来に渡っ

て市財政を圧迫することになり、限界があるのも事実です。 

戦略策定にあたり、全国的に「子育てをしたい町」として有名な先進地と本市を比較し

てみると、本市もそん色のないレベルの手厚い支援に取り組んでいる一方で、「子育て

世帯の定住という成果」において大きな差があり、その差は「マーケティング」という視点

にあることが分かりました。 

 そこで、支援対象となる世帯のニーズや課題は何で、どのような支援が最も効果的な

のか。また、対象となるターゲット像や重点エリアを踏まえた効果的なプロモーションはど

のようなものか。さらには、行政だけでなく、民間の事業者や団体の取り組む支援策やサ

ービスをどうやって必要な世帯へ的確に伝えるかといった詳細なマーケティングや分析
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を徹底し、本市の子育て世帯の満足度を高め、流出の抑制や出生率の向上に繋げると

同時に、子育て支援を転入の拡大に繋げます。 

 マーケティングを徹底することで、本市の手厚い子育て支援策を定住促進に向けた取

組に繋げていくとともに、既存施策の課題や有効性を客観的データに基づき検証し、限

られた財源の中で、子育て世帯の満足度を最大限高める施策への重点化を図ってい

きます。 

 

 

 

(３)-(イ)-①：定住促進策としての子育てＰＲ推進（ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ専門ﾁｰﾑの設置） 

 

本市が「子育てをしたい町」としてのイメージを確立するため、「マーケティング」を徹底

し、子育て世帯のニーズや現在の支援策の有効性を的確に分析するとともに、子育て

支援を核とした定住促進に繋げるために、対象となる世帯のターゲット像や重点エリア、

的確な PR に取り組みます。 

また、行政だけでなく民間の保育施設や事業所等と連携しながら、本市在住の子育

て世帯の特徴や傾向を共有するとともに、地域全体での「子育てをしたい町」としての環

境づくりに向けて取組みを進めます。 

 現在 H31 

25～44 歳の社会動態（純移動率）の改善 ▲93 人/年 ▲63 人/年 

※住民基本台帳異動届 H23 年 5月～H26 年 5月（過去 3年間） 

■25～44 歳の社会動態：▲93人/年の転出超過状況。 

良質な雇用の確保及び定住促進策により、基準値から約 30 人の転出抑制（7 世帯

（14 人）及び単身 16人）を目標。 

 

 

 

(３)-(イ)-②：住宅メーカー・金融機関・産婦人科等との連携強化（ＰＲ協力）  

 

住宅土地統計調査の持ち家世帯率をみると、定住候補となる３０～４０代で急増して

おり、また本市の社会動態をみても、年少人口の転入出は主として小学校入学前に発

生していることが分かります。 

一方で、それら定住（住宅建築）ターゲットへの窓口となる住宅メーカーや金融機関、

出産に関わる産婦人科や子育てに重要な小児科等と連携した「宇城市の子育てＰＲ」

はこれまで実施されて来ていませんでした。 

そこで、本市の子育て支援のマーケティングを徹底するとともに、それら民間との連携
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を強化し、本市への定住に繋げる取組を推進していきます。 

 現在 31 年度 

事業所への営業数 （新規） 10 事業所/年 

25～44 歳の社会動態の改善 ▲93 人/年 ▲63 人/年 

※住民基本台帳異動届 H23 年 5月～H26 年 5月（過去 3年間） 

■25～44 歳の社会動態：▲93人/年の転出超過状況。 

良質な雇用の確保及び定住促進策により、基準値から約 30 人の転出抑制（7 世帯

（14 人）及び単身 16人）を目標。 

 

 

 

（ウ）人口減少に合わせた地域システムの構築 

 

人口減少地域における小さな拠点整備※ 

 

 現在、地域をみると、高齢化による地域活動の担い手の不足、独居老人の増加、人

口減少による店舗の減少やバス等の公共交通機関の減便など、従来の行政区の枠組

みでは対応できない新しい課題が山積しています。 

 これら地域課題の多くは、人口減少・少子高齢化の進む中で、既存の地域システム

が地域の実情と整合していないことに起因しており、行政も地域もこれまでどおりのやり

方を続けるのではなく、人口減少に合わせた地域システムを構築していくことが必要とな

ります。 

行政においては、住民から要望を受けてから対処する「対症療法的対応」のやり方で

は、既存のシステムでは対処できない新しい課題に対しては、与えられた役割の中で対

処する「縦割り」による見過ごしや「公平性」といった壁による不対応、そして対応するに

も「予算の範囲内」という制限により結果として全て後手後手の対応しかできません。同

時に、行政で対応しきれなくなってきた課題への対応を「住民主体」といった掛け声のも

と、地域住民に下駄を預けただけでは、根本的な解決には至りません。 

 これらの課題の解決のためには、「対症療法的対策」ではなく、地域住民全体と一緒

に地域の将来を的確に分析した上で、将来起こり得る課題を見越した「予防的対応」を

作り上げていく必要があります。 

その過程で重要となることが、行政と地域住民全体で、地域づくりの「ＰＤＣＡ」サイク

ルをきちんと確立することです。 

（１）行政と地域住民全体で、これまでの地域づくりの課題や将来起こり得る課題、強み

やその活かし方をきちんと認識すること（Ｐ：将来ビジョンの作成） 
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（２）その上で、何を優先的に、どのように取組んでいくべきかを議論し、目標の合意形成

を図ること（Ｐ：アクションプランの作成） 

（３）中心人物を中心に、地域全体で取り組むこと（Ｄ） 

（４）取組の成果をきちんと検証し、改善すること（Ｃ、Ａ） 

 

これまでの地域活性化策は、地域住民全体での課題の認識（１）や取り組み方の合

意形成（２）が徹底されないまま、行政や一部の中心人物だけで取り組まれていたた

め、周りの地域住民の協力が得られず、結果的に単発で終了したり、地域のニーズと合

致していない取組となってしまったりしていることが多くありました。 

そこで、従来型の代表者を集めた会議や委員会ではなく、行政職員や地域の中心人

物が「地域の声を聞いて回る」と同時に、地域住民全体の参画に向けて「地域を説得し

て回り」ながら、地域ごとの将来ビジョンとアクションプランの作成を行い、地域づくりのＰＤ

ＣＡを確立していきます。また、単一の行政区では解決できない課題に対応し、広域的

に地域の強みを活かせる環境をつくるために「自治振興区制度」の導入を検討していき

ます。 

 また、地域ごとの将来ビジョンを踏まえて、新たな地域の担い手育成や公共交通・買

物支援などの社会システムの抜本的対策も同時に取り組んでいきます。 

 これらの取組を通じ、地域住民が主体的、継続的に取り組むことのできる地域システ

ムを構築し、来るべき人口減少社会に対応していきます。 

 

 

 

(３)-(ウ)-①：地域ごとの将来ビジョン及び地域活動アクションプランの策定  

 

地域づくりのＰＤＣＡを徹底していくためには、まず行政と地域住民全体で現状の課題

や今後発生し得る課題をきちんと認識し、今までの取り組み方の総括を行った上で、将

来を見据えて、何を優先的に、どのように取組んでいくべきかという進め方と目標の合意

形成を図ることが不可欠です。 

そこで、地域の将来人口等に基づき、将来想定される課題や必要となる取組、地域

の強み、その活かし方や目標についてまとめた「地域ごとの将来ビジョン」及びその取組

の具体的な進め方をまとめた「地域ごとのアクションプラン」を地域の住民と協働して作

成していきます。 

また、将来ビジョンやアクションプランを作る上で重要な視点は、高齢化の進展した地

域は、地域課題の山積する地域に見える一方で、実は長年の生活の知恵や田舎暮らし

のノウハウを持った住民が大勢いるという強みを活かすということです。 

これまでの都市部と比べた田舎の不便さや高齢化という視点ではなく、地域の強みや
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人のパワーの活かし方、持続可能な環境を作っていくための連携や未活用の地域資源

といった視点を見つめなおす必要があります。 

 現在 31 年度 

将来ﾋﾞｼﾞｮﾝ・ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝの策定地区数 （新規） 30 地区/5年 

ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝに基づく地域の活動件数 （新規） 90 活動/5年 

■本市の 177 行政区のうち 30 地区（旧 5町×6地区程度）での策定を目標。 

■各地区 3事業程度の活動実施を目標（30 地区×3事業）。 

 

 

 

(３)-(ウ)-②：「自治振興区制度」の導入検討  

 

本市においても、既存の地域単位では解決できないような地域をまたがる課題や１つ

の集落では継続できない活動など、今までの地域システムでは対応できない問題が発

生しています。また、厳しい財政状況や人口減少によるコストの増大の中で、現在行わ

れている行政サービスの中にも、従来の地域システムの中では継続できないものも発生

してくる可能性もあります。 

そのような中、先進地では、小学校区単位で住民自治組織である「自治振興区」を

構成し、単一集落だけでは解決できない様々な課題（高齢者見守り、買物支援、婚活

支援、空家対策、コミュニティビジネス等）に対処する事例も出て来ています。 

そこで、地域ごとの将来ビジョンや地域活動アクションプランの作成を進めるのと同時

に、現在の地域単位では解決できない課題へ対応でき、広域的な連携による強みを生

かすことができるような課題解決・強み構築型の持続可能な住民自治組織の育成に繋

がる自治振興区制度等の導入も検討していきます。 

 現在 31 年度 

自治振興区数 （新規） 5 地区/5年 

自治振興区の自主的な活動件数 （新規） 25 事業/5年 

■本市の 177 行政区（13 小学校区）のうち 5地区での策定を目標。 

■各振興区 5事業程度の活動実施を目標（5地区×5事業）。 

 

 

 

(３)-(ウ)-③：公共交通・買物支援等の社会システムの抜本的対策の推進  

 

人口減少・少子高齢化が進展すると、地域の公共交通や商店は、採算性が悪化す

る一方で、高齢者の増加により今まで以上に必要性が高くなることが考えられます。 
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住民生活に直結する公共交通や地域の商店の確保は重要であるものの、対症療法

的に、行政の補助金等による赤字補てんや乗合タクシーなどの代替手段の導入を図る

だけでは、財政負担が増大し、結果として継続性に課題が生じると言えます。また、今後

一層の人口減少・少子高齢化が進展する地域では、さらに問題が大きくなる可能性も

あります。 

つまり、従来型の対症療法的対応ではなく、採算性の改善や民間サービスを確保す

る予防的対応を図りながら、持続可能な取組を構築する必要があります。 

そこで、「地域ごとの将来ビジョン」を作成すると同時に、地域住民全体も、例えば今は

車を運転できる住民も、来るべき将来を見据えて、公共交通や買物支援について自ら

考え、利用者の情報や人口構成から見た将来的な利用予測の分析、地域住民への徹

底したヒアリング等を実施し、将来的な公共交通や地域の買物支援等、持続可能な体

制づくりに取り組みます。 

 現在 H31 

公共交通に係る補助金額 96,887 千円 82,354 千円(15%減) 

路線バスの輸送人員 245,860 人 270,400 人(10%増) 

乗合タクシーの輸送人員 7,715 人 8,400 人(10%増) 

買物支援等に係る赤字額 1,590 千円（H26 実績） 0 円（赤字ゼロ） 

■公共交通や買物支援等に対する財政負担の総額等を踏まえた上で、目標を設定。 

■路線バス及び乗合タクシーの輸送人員（現在）は、H26.10～H27.9 の実績 

 

 

 

(３)-(ウ)-④：地域活動の新たな担い手育成推進事業  

 

これまで地域活動の主たる担い手は、自営業者や農業従事者、定年した住民等で、

特に高齢者が中心でした。今後、人口減少・少子高齢化の中で、これらの担い手がます

ます不足してくることが予想されます。課題解決型の住民自治組織の育成を図るために

は、これまでの中心だった年齢層が高齢化していく中で、新しい担い手の確保とノウハウ

伝授が必要となります。 

そのためには、新たな担い手として、先に述べた大学生や高校生の参加に加え、小・

中学生や地元の企業・事業者等の地域活動への参画を進めて行くことが重要です。 

これまでも学生や企業の地域活動への参加はあったものの、地域の側にも、学生や

企業の側にも、地域の課題は何か、何を必要としているか、何が出来るかといったお互

いの情報の共有が十分に出来ていたとは言えませんでした。 

そこで、新たな担い手として期待される学生や企業等が、「何ができるのか」、「どのよ

うな形で参加できるのか」を検証し、連携して地域課題の解決や地域の強みの創出に
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向けて取り組むことのできる持続可能な地域システムを構築していきます。 

 現在 H31 

小・中学生の地域活動への参加意向 （※要調査）  

地域活動への地場企業支援活動数 （※要調査）  

■小・中学生の参加意向：調査の上、目標を設定。（H28 年 4月） 

■地域活動への地場企業支援活動数：H28 年度に実態調査の上、目標を設定予定。 

 

 

課題解決型ＮＰＯ等の推進 

 

本市では、人口減少・少子高齢化が進み、自主的な地域づくり活動の重要性がます

ます高まっている一方で、地域づくり団体の多くは、会員の高齢化、後継者不足により、

活動の現状維持、継続で手一杯という課題を抱えています。 

これらの原因として、これまで地域づくり活動は、担い手が農業従事者や自営業者、

定年後の高齢者等を中心に構成されており、社会変化（企業勤めの増加等）により新た

な担い手が不足していることがあげられます。 

また、行政からの補助金に依存した活動も多く、地域に貢献する活動を継続していく

ための「自主的な財源確保」の観点が課題となっています。 

新たな担い手確保が進まない原因の１つが、この自主的な財源＝収益性が確保さ

れていないことにあると考えられます。無償のボランティア的活動は、利用者の負担軽

減には繋がる一方で、活動への負担が大きく、企業勤めや子育て中の若い世代にとっ

てはハードルがあることも事実です。 

近年、ビジネスの手法を活用して収益を上げ、地域課題の解決に取り組むコミュニテ

ィビジネスが全国的な広がりを見せています。 

しかし、本市の地域づくり団体は、このようなビジネスの手法を活かした経営ノウハウが

不足している実態があります。また、これまで行政も、補助金による団体の活動支援に

終始し、団体の経営ノウハウ育成の視点がかけていた実態があります。 

地域に貢献する活動を継続していくために必要な財源確保手法やより効果的なサー

ビスを提供するための活動方法、活動への参加者や支援者を増やすための効果的な

情報発信等のノウハウは、活動の継続のためには不可欠です。 

そこで、金融機関等と連携しながら、自主的な財源確保や継続的な事業計画立案

のための経営ノウハウを学べる勉強会や学習会の開催を進めていきます。 

また、近年拡大してきているクラウドファンディング※等の活用も、出資者や支援者へ

の詳細な事業計画の提案や説明責任の徹底という観点から、本市の地域づくり団体の

育成に重要な取組と考えられます。金融機関や先進事業者などと連携し、庁内にクラ

ウドファンディング推進のための検討チームを設置するとともに、活用推進に向けた支援
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プランの作成を進めていきます。 

本市の地域づくり団体の新たな担い手や自主的な財源の確保に繋げるこれらの取組

を通じて、持続可能な地域づくり活動の育成に力を入れていきます。 

 

 

(３)-(ウ)-⑤：地域づくり活動の事業継続性の向上（経営ノウハウの強化）  

 

従来の地域づくり活動は、「地域に役立つ自主的な活動」という意識が強く、活動の成

果に対する検証や効率性、収益性といった視点は薄かった実態があります。しかしなが

ら、地域に貢献する活動だからこそ、継続性を高め、地域にとってより効果的な活動へ

と改善を図っていくことが、地域にとっても重要と言えます。 

そのためには、地域づくりのＰＤＣＡを徹底する必要があります。 

地域課題の根本原因に対する分析やこれまでの取組の総括、収益性を確保するた

めの事業計画の立案や進め方の合意形成を行った上で、実施した活動の成果をきちん

と検証し、改善を図っていく、このサイクルが重要となります。 

そこで、このＰＤＣＡサイクルの徹底に向けて、現在の地域づくり団体の活動の課題や

継続見込み等を分析するとともに、金融機関等と連携しながら経営ノウハウの勉強会や

事業計画立案の相談会等を開催し、自主財源を確保できる持続可能な地域づくり団体

の育成に取り組んでいきます。 

 現在 H31 

自主財源を確保できる地域づくり団体数 - 10 団体 

勉強会への参加人数 （新規） 300 人/累計 

■市の「まちのむらづくり応援団補助金事業」活用団体数平均15団体/年、「宇城市地

域づくりネットワーク推進協議会」会員数 10団体等を基準に目標を設定。 

■勉強会への参加人数：30 団体程度が複数回参加することを基準に目標を設定。 

 

 

 

(３)-(ウ)-⑥：自主財源の強化（ｸﾗｳﾄﾞﾌｧﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ等の活用プランの策定）  

 

クラウドファンディング等の新たな財源確保手法は、行政だけでなく出資者や支援者

等に対する事業計画の提案、説明責任が必要となり、今まで以上に活動内容の精査が

求められるため、団体や活動のレベルアップにも繋がると考えられます。 

そこで、金融機関等とも連携を図りながら、庁内の地域づくり担当部局や商工振興担

当部局、農業振興担当部局等によるクラウドファンディング推進プロジェクトを立ち上げ、

市内の行政区や地域づくり活動団体等を分析し、活用の課題や活用事業者の発掘、
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育成方法等を検討した上で、「活用推進プラン」の策定を行います。 

 現在 H31 

ｸﾗｳﾄﾞﾌｧﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ活用件数 1 件 3 件/年 

■(3)-(ウ)-⑤の自主財源を確保できる地域づくり団体の 30%の活用を目標。 

 

 

アクティブシニアの現役化 

 

 高齢化が進む中で、本市においても医療費・介護費が年々増加しており、既に市財政

を大きく圧迫してきています。今後の高齢者数の伸びを考えると、このまま医療費・介護

費が増加し続けることは、本市の稼ぐ力を高めるための施策をはじめ、多くの分野に重

大な影響を及ぼしていくと懸念されます。 

 これを防ぐためには、従来型の介護が必要となった人への対症療法的対応だけでな

く、「介護にさせないための予防的対応」、つまり、高齢者が健康で生きがいのある生活

を送ることができる環境をつくり、高齢者の健康寿命を伸ばすための取組が重要です。 

 これまで本市には、元気な高齢者（アクティブシニア）を生み出す、「生きがい」を持っ

た生活を送るための仕組みづくりが不足していました。 

そこで、地域活動の新たな担い手を必要としている地域の現場（需要）と、地域貢献

を希望するアクティブシニア（供給）をマッチさせるための仕組みづくりが重要となります。

例えば、長年営業畑に従事した定年Uターン者等の能力を、販路開拓のための営業力

を必要とする地域の生産現場に活かせるような環境をつくるなど、意欲のある高齢者が

「生きがい・やりがい」を持って、介護の必要な「支えられる人」ではなく、地域を「支える

人」となっていくための取組を進めていきます。 

なお、「生きがい」を持った地域の担い手となるアクティブシニアの視点は、(3)-(ウ)-

①で述べた、高齢者の長年の生活の知恵や経験をどのように活かすことができるかとい

う視点と重なります。高齢化による介護や医療といった視点だけでなく、例えば、農園で

作った自家消費を超える野菜を提供できるような場や企業退職者の体験を学生に伝

授する場を創り出すなど、高齢者の強みやパワーをどのように活かすのか、若い世代や

地域とどのように効果的な連携を行うのかといった視点が重要と言えます。 

また、高齢者が「生きがい」のある生活を送ることでの医療費・介護費の抑制や健康

寿命の伸びといった「成果」をきちんと「見える化」することが、事業の拡大継続や分野

横断的な推進体制の構築に重要です。 

本市では、これらの取組を進めながら、「日本版ＣＣＲＣ構想（生涯活躍のまち）※」に

ついても検討を進めていきます。 

 

 



42 

 

(３)-(ウ)-⑦：不足する地域活動の担い手強化（シルバー人材センター強化）  

 

高齢者が自分の経験や能力を生かして、「生きがい」を持った生活を送るようにする

ためには、先に述べたようにそれらの経験や能力を生かせる場の創出や新たな担い手

を必要としている現場とのマッチングが重要です。 

そのような中で、高齢者が地域活動の「担い手」となる仕組みの１つであるシルバー人

材センターは、加入率の低さや近年の会員減少傾向が課題となっています。 

そこで、シルバー人材センターとこれまで以上の連携を図りながら、個性豊かな高齢

者の経験・能力の把握やその活用方法の検討を進めると同時に、担い手を必要として

いる現場の課題やニーズもきちんと把握、分析することで、高齢者の新たな「生きがい」

となる場の創出やマッチングを進め、シルバー人材センターの強化を図っていきます。 

 現在 H31 

シルバー人材センター加入率 2.2%（H22） 4.0% 

■シルバー人材センター会員数：372 人（H22）。老年人口 17,118 人(H22 国勢調査)

の 2.2%の加入率。 

 

 

 

(３)-(ウ)-⑧：アクティブシニアの能力活用推進（生きがいづくり） 

 

本市の社会動態をみると、定年後の年齢階層を中心に、いわゆる UIJ ターンと考えら

れる流入が発生しています。また、国の総合戦略をはじめ、全国的な地方回帰の推進

を考えると、今後さらに増加していくと想定されます。 

このような外部の経験を持った人材の能力や高齢者の長年の生活の知恵を最大限

活用できる環境を構築することは、「生きがい」づくりになると同時に、地域や地元産業へ

の新しい視点の導入や新たな担い手の確保に繋がると考えられます。 

一方で、地元を長年離れていた人や新たに本市へ移住した人は、地域との繋がりの

薄さから、地域貢献の意識はあっても能力や意欲を活用できる場や必要としている人た

ちとの接点が少ないのも事実です。 

そこで、まずｱｸﾃｨﾌﾞｼﾆｱを対象に、その経験や能力、意向といった調査等を進めま

す。そして、地域や地元産業においては、それらを活用し得る土台をづくりのための話し

合いやニーズ調査等を進め、ｱｸﾃｨﾌﾞｼﾆｱが、地域の現場で経験を十二分に生かして

生活していける環境づくりに取り組んでいきます。 

 現在 31 年度 

ｱｸﾃｨﾌﾞｼﾆｱの地域活動参加率の向上 （※要調査）  

■地域活動参加率：調査の上、目標を設定。 
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■ 金融機関等との包括連携協定の締結 

人口ビジョンで見てきたように、地域の雇用を支える産業や社会経済の中核を担う産

業、地域住民の生活基盤全体が、人口減少や少子高齢化により大きな岐路に立たさ

れているといっても過言ではありません。これらの解決に向けて、本市の良質な雇用を

創るための「稼ぐ力を高める」という最大の目標を達成するためには、地場産業の新たな

挑戦とそれに対する投資が不可欠です。 

そのような中で、地域の重要産業の分析や創業ニーズの発掘、新規販路の構築や

生産性向上のための挑戦、そしてそれらに対する人・お金の支援等において、地場の金

融機関等の役割は今後ますます大きくなっていくと考えられます。 

同様に、産業振興のみならず、地域振興におけるコミュニティビジネスの分野におい

ても経営ノウハウや財源確保といった観点で、金融機関等に期待される役割は非常に

大きいものがあります。 

そこで、本市においても地場の金融機関との包括的な連携協定をはじめ、外部の組

織・団体等とこれまで以上の協力体制の構築に向けて積極的に取り組んでいきます。 

 

■ 外部人材の活用 

本市の地方創生を推進するにあたっては、先に述べたように、マーケティングといった

新たな視点や産業振興分野に新たな投資を呼び込むための徹底した分析や事業評価

といったテーマにおいて、課題となっている行政のノウハウ不足に対応するため、専門知

識や市場の情報を有する外部組織との連携や外部人材の活用が不可欠と言えます。 

基本目標４：稼ぐ力を高めるための「強力な地方創生推進体制」の構築 
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そこで、地域の金融機関や産業界等との相互人材協力等を推進すると同時に、地

域おこし協力隊（地域おこし企業人）制度や特定任期付職員制度などの外部人材任用

制度の積極的な活用を図り、地方創生を推進するための人的体制を強化していきま

す。また、国の「地方創生人材支援制度」についても、活用を検討していきます。 

なお、これら外部人材の活用にあたっては、「内部人材の育成」や「ノウハウの移転」

を目的とし、外部人材の離職後も内部で継続的な取組をできる成果を重視していきま

す。 

 

■ 地方創生推進体制の強化 

地方創生を強力に推進して行くためには、地域や地元産業等へのヒアリング、調査・

分析、対象者へのマーケティング等を徹底する必要があります。同時に、地域全体でこ

れまでの取組に対する総括や今後の進め方への合意形成を図り、ＰＤＣＡサイクルを徹

底する体制を構築していかなければなりません。 

そこで、既存の組織構成や人員配置を見直し、本市の重点分野の絞り込みや横断

的な事業推進、地域と協働するための現場主義等の視点を踏まえた強力な地方創生

推進体制の構築に向けて取り組んでいきます。 

 

■ 地方創生推進基金等の創設 

地方創生を推進する財源等については、既存の国・県からの補助金や一般財源だけ

でなく、金融機関等と連携した「地方創生推進基金（ファンド）」等の創設やクラウドファン

ディング、民間ファンドや金融機関の出資等といった新たな財源確保のための手法を積

極的に活用していきます。 

 新たな財源確保に向けた取組は、財政状況の改善に繋がると同時に、外部の視点に

よる新たなアイデアの創出や事業に対する徹底した説明責任を前提にした適切な事業

執行、ＰＤＣＡサイクルの構築へも寄与すると考えられます。 

 また、それらの取組を通じて既存事業のスクラップアンドビルドも徹底していきます。 
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３ 終わりに 

 

 人口ビジョンで述べたように、人口減少は、本市の産業や地域社会全体へ多大なる

影響を及ぼす問題です。このペースで人口減少が進めば４５年後の２０６０年には、今の

地域社会は決して維持できない状況に陥ると考えられます。 

 人口減少は、すぐには変化の分かり難い、ゆっくりとした変化のため、気づいた時には

取り返しのつかない状況になりかねません。 

 現在の状況やこれまでの体制、対策を基準に考えた「必要・不必要」や「できる・でき

ない」ではなく、将来を見据えた上で、「しなければならない」ことをしていかなければなり

ません。 

そのためには、どんなに実行が困難と考えられる問題であっても、外部の組織や人材、

新たな手法を総動員してでも「できる方法」を求め、地域や地元を説得しながら、地域全

体で挑戦し続ける必要があります。 

  

地方創生は、生き残りをかけた地域の総力戦です。 

 既存の対策を続けていくだけでは、人口減少は抑制できません。 

 

『地域全体がどれだけ本気で取組むことができるか』が問われている問題です。 
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【用語解説】  

合計特殊出生率 

一人の女性が一生に産む子どもの平均数を示す。 

出産適齢期（１５歳から４９歳までの女性）の年齢別の出生率の合計。１人の女性が 2.07

人の子どもを生めば人口の水準が保たれると考えられている。 

社会増・社会減 ある地域の人口が、他地域からの転入・転出によって生じる増減のこと。 

総花的 （そうばなてき） 要点をしぼらずに、焦点がはっきりしないこと。 

スクラップアンドビルド 採算や効率の悪い部門を整理し、新たな部門を設けること。 

サテライトオフィス 
企業または団体の本拠から離れた所に設置された事務所のこと。勤務者が遠隔勤務をで

きるよう通信設備を整えた事務所。 

クラウドファンディング 
製品・サービスの開発、もしくはアイデアの実現など「ある目的」のために、インターネットを通

じて不特定多数の人から資金の出資や協力を募ること。 

ＲＥＳＡＳ（リーサス） 経済産業省が開発した「地域経済分析システム」のこと。 

シンクタンク 
幅広い分野にわたる課題や事象を対象とした調査・研究を行い、結果を発表したり解決策

を提示したりする研究機関のこと。 

経済センサス 全ての事業所・企業を対象として、「経済構造統計」を得るための調査の名称。 

６次産業化 農業や水産業などの第一次産業が、食品加工・流通販売にも業務展開していくこと。 

特化係数 地域のある産業が、どれだけ特化している（優位にある）かを見る係数のこと。 

市内総生産額 
１年間に、市内で行われた各経済の生産活動によって、新たに生み出された付加価値の

貨幣評価額のこと。 

認定農業者 
農業にやる気と意欲があり、市町村から認定を受けた農業者。 

認定されると、農地利用・資金・税制面などの支援を受けることができる。 

ロット 製品の生産・出荷の最小単位。 

着地型観光 

観光客の受け入れ先が、その地域でおすすめの観光資源を基にしたプログラムを企画・運

営する形態のこと。その地域ならではのさまざまな体験ができ、各地域の魅力を味わうこと

ができる。 

産官学金労言 産業界・行政機関・教育機関・金融機関・労働団体・メディア。 

一次加工 農産物や畜産物を原料として、それを著しく変更することなく処理・加工を行う。 

社会動態 一定期間における転入・転出に伴う人口の動きのこと。 

小さな拠点（整備） 人口減少に合わせた地域システムを構築し、地域の生活サービスを維持していく取組み。 

コミュニティビジネス 
市民が主体となって、地域が抱える課題をビジネスの手法により解決し、コミュニティの再

生を通じて、その活動の利益を地域に還元するという事業の総称。 

日本版ＣＣＲＣ構想 

高齢者が、自らの希望に応じて地方に移り住み、地域社会において健康でアクティブな生

活を送るとともに、医療・介護が必要な時には継続的なケアを受けることができるような地

域づくりを目指すもの。「生涯学習のまち構想」とも言う。 

 


